


































































研究を整理する。 3 において，データを紹介し，仮説を設定する。 4 にお
いて，分析を行い，結果の解釈を示す。 5 において，本稿の総括を行う。
2 ．地方議会における立法


































































































2011年 1 月の調査では，過去 4 年間に首長提案の議案を一本も修正しな
い，議員提案の条例をつくらない議員の賛否を公表しないという「 3 ない
議会」が全体の 3 分の 1 を占めていたとされる（朝日新聞2011年 4 月25日）。
福岡県田川市では，2010年 3 月の市議会で，予算案を1438万円上積みする












群馬県内では，2007年 1 月から2011年 1 月までの修正可決及び否決の合
計本数は，富岡市 8 本，渋川市 7 本，前橋市 4 本，桐生市・安中市・みど
り市が各 2 本， 6 市がゼロ本，東吾妻町が26本，草津町・邑楽町が各 4 本，
（ 4 ）　なお，2011年 1 月の議会アンケートでは1797議会から回答が得られている。
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長野県内では，2011年 1 月までの過去 4 年間で，長野県や長野市などの
4 条例のみであり，他の74議会では 1 本も制定されていない（朝日新聞




年 4 月 8 日長野全県版）。
福井県内では，2007年 1 月から2011年 1 月までに首長が提案した議案を
否決したのは，18議会のうち 3 議会であり，福井県，敦賀市，高浜町と











の 8 割を超えていることが指摘されている（朝日新聞2011年 3 月11日福井
全県版）。
京都府内では，2007年 1 月から2011年 1 月までに否決修正をしない，議
員提案条例がない，議員個人の賛否を公開しない「 3 ない議会」が27議











愛媛県内では2011年 1 月から2015年 1 月の 4 年間で，首長が提案した議
案を修正・秘訣しなかった議会は21議会のうち11議会に上っている（朝日




（朝日新聞2015年 4 月 2 日愛媛全県版）。














日本全国では，議員提案の政策条例は，2011年 1 月から2015年 1 月まで
で，437本であり，前の 4 年間より194本増えたとされている（朝日新聞






規制条例（2010年 7 月施行）は，苦情をきっかけに，違反者からの 5 万円
以下の過料を取る罰則規定が盛り込まれている。また，長崎県対馬市では



























































また「第 1 次産業就業者数」，「第 2 次産業就業者数」及び15歳以上の







n 平均値 標準偏差 最小値 最大値
任意的議決事件を追加 820 0.563 0.496 0 1
議員による修正案の可決件数 1 以上 779 0.130 0.336 0.000 1.000
パブリックコメントあり 812 0.149 0.356 0.000 1.000
特別な場を設置している 820 0.101 0.302 0.000 1.000
議会運営委員会の案件 820 0.257 0.437 0.000 1.000
特別委員会の設置 820 0.294 0.456 0.000 1.000
調査特別委員会で検討 820 0.160 0.367 0.000 1.000
議会改革推進組織 820 0.056 0.230 0.000 1.000
終了した 820 0.065 0.246 0.000 1.000
保守首長 820 0.284 0.451 0.000 1.000
革新首長 820 0.094 0.292 0.000 1.000
革新議席割合 818 10.067 5.677 0.000 35.000
議会費（対数） 820 12.694 0.581 10.902 14.976
第一次産業従業者割合 820 5.324 5.503 0.012 34.438
第二次産業従業者割合 820 20.105 6.638 4.868 39.633
持ち家比率 773 69.716 12.278 32.800 95.500
政令指定都市 820 0.024 0.154 0.000 1.000
老年人口割合 820 25.155 5.402 11.700 43.800
課税対象所得 820 2908.573 556.972 1921.300 9037.200
人口密度 819 2285.926 3293.999 73.700 21881.500
的議決事件を追加しているか否か」であり，追加している場合を 1 ，追加
していない場合を 0 としている。第 2 に，「議員による修正案の可決件数
が 1 以上であるか否か」であり， 1 以上修正案が可決されている場合を 1 ，
修正案が可決されていない場合を 0 としている。第 3 に，「政策立案のた
めのパブリックコメントがあるか」どうかであり，ある場合を 1 ，ない場
合を 0 としている。第 4 に，「議会外において，立法のための特別な場を
設置しているか否か」であり，設置している場合を 1 ，設置していない場




























































議会運営委員会の案件 1.651** 0.365 1.127 0.415 1.599 0.649 2.653** 1.211
特別委員会の設置 1.510* 0.355 0.992 0.356 2.228** 0.897 2.108* 0.949
調査特別委員会で検討 1.515 0.401 1.039 0.384 1.569 0.927 2.785** 1.411
議会改革推進組織 2.862** 1.232 1.751 0.789 1.232 0.901 3.964** 2.186
終了した 3.890*** 1.555 2.628* 1.317 1.583 0.861 0.865 0.686
保守首長 0.975 0.182 0.535* 0.171 0.867 0.185 0.516** 0.163
革新首長 1.002 0.272 1.084 0.448 2.505** 0.929 1.490 0.756
革新議席割合 1.024* 0.013 1.054** 0.023 1.021 0.019 1.016 0.023
議会費（対数） 2.126*** 0.403 1.504 0.410 1.308 0.350 3.559*** 1.284
第一次産業従業者割合 1.198* 0.113 0.981 0.142 1.123 0.122 1.264** 0.144
第二次産業従業者割合 0.995 0.005 1.008 0.005 0.998 0.008 1.004 0.006
持ち家比率 0.987* 0.007 0.990 0.013 1.022** 0.009 1.010 0.015
政令指定都市 4.790* 4.218 1.470 0.986 3.860** 2.039 0.227* 0.204
老年人口割合 1.034 0.022 1.022 0.023 0.960 0.032 0.993 0.030
課税対象所得 1.000 0.000 1.000 0.000 1.000 0.000 1.000 0.000
人口密度 1.000** 0.000 1.000 0.000 1.000 0.000 1.000* 0.000
切片 0.000*** 0.000 0.001* 0.004 0.001** 0.005 0.000*** 0.000
N 771 730 764 771 
Wald chi2（16）   80.350 　 36.090 　 54.790 　 34.440 　
Log likelihood -497.027 　 -274.927 　 -306.911 　 -228.264　
Pseudo R2   0.060 　 0.028 　 0.041 　 0.080 　
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